
事務連絡

令和4年6月

産業労働局雇用就業部労働環境課長

服部 勇樹

テレワーク導入ハンズオン支援コンサルテイングの周知に係るご協力のお願いについて

日頃から東京都の雇用就業施策に御理解と御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。

東京都では、企業の人手木足の解消や業務の効率化のほか、従業員のライフ・ワーク・

バランスの向上等に有効な働き方である、テレワークを推進しています。

こうした1^、都内中小企業等のテレワーク導入をこれまで以上に進めていくため、東京

都では、令和4年度から「テレワーク導入ハンズオン支援コンサルティング」を新たに開

始しました。

本事業では、経験豊富なI CT等の専門家が、企業の実情や課題にあわせて、課題整埋

や機器・ツール選定、テレワーク規程（規定）の整備などについて助言し、テレワークの

導入・定着に向けた支援を行います。

貴団体におかれましては、会員企業の皆様への周知にご協力いただきたく、下記事務局

より改めてご連絡をさせていただきます。お忙しいところ誠に恐縮ですが、ご協力のほど

よろしくお願い申し上げます。

【担当】

東京都産業労働局雇用就業部労働環境課唐川・佐川

電話：03-5320-4739

【事務局】

テレワーク導入ノ、ンズオン支援コンサルティング事務局

(株式会社パソナ内）

電話：03-6734-1222

※本事業は東京都産業労働局が株式会社パソナに委託し、運営しています。



テレワーク導入ハンズオン支援コンサルティングのご案内 ，栗京部涅藥労働局
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自社に「テレワーク」は必要ないと思っていませんか？

テレワーク導入には多くのメリットがあります。

業種や抱える課題にあわせて専門家が助言を行い、貴社にあったテレワーク導入を図ります。

業種ごとの

丁寧な導入・

定着支援

  α坐暫<BMW

経験豊富な(コ意f助成金の
  専門家がI 鵬可能
   伴走支援短期集中コース\ ※諸条件あり

  テレワークとは？

テレワークとは、|CT(情報通信技術）を活用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方のことてす。

モバイル勤務

外出先、移動中や、カフェなどを就業

堤所とする働き方一:一移動時間を有効に

活用するこどかで5る：

テレワークのメリット

     人手不足0解肩業務ブロセスの見える化・:功5化コスト削減生.呈性同上促業員のライフ・ワーク・ハランスの同上

サテライトオフィス勤務

オフづス以外の遠隔勤務用の施設を

就業場所とすS働5方-職住近接の

環境を確保するここがてき5。

在宅勤務

目宅を就業場所とする勤務形態:一通勤

負担が軽減.されるほか、BC P対第とし

ても有効。



  『テレワーク導入ハンズオン支援コンサルテイング』とは

経験豊富な|CT等の専門家が、企業の実情や課題にあわせて、課題整理や機器・ツール選定、

テレワーク規程(規定）の整備等について助言を行ない、テレワークの導入・定着に向けて支援します。

紀5コンサルティングの実施
※費用無料

6テレワーク導入ハンズオン支援

助成金の活用

(東京しごと財団が実施）

※申請を希望する場合のみ

\助成金について誌しくは/

\こ56をごK<た'ことい。/

専門家が訪問等によりコンサルティングを実施

(業務の洗い出しやW入機器選定のぼか、テレワーク規程(規定)の整備に間する提案等)

コンサルティングを受けた企業に対し、テレワーク導入に必要な経費を助成します。

  主な助成対帝桂©の例

*テレワーク用捩器等の購入S 一菜務ソフトウェア等の網入S

・フラウドサーヒスアブリケーシヨンソフト等の利用M

*業務ンス+ムの口？、®用::掻装・設定り1呆守業務5託料等）

宮時雇用する労勘者$タプ

?.◦,い-外U ノ、の企淨

常時®用する者餃な

2 ノ.・'-29.Vん企業

  助成金上限額助成率

  250万円2分の1

  助成金上限額助成率

  150万円3分の2

<問合せ先〉公益財団法人東京しごと財団企業支援部雇用環境整備課

03-5211-1756(平日 9 時ヘ・17 時）

〈言羊細URL〉https://www.shigotozaidan.or.jp/koyo-kankyo/joseikin/hands-on.html

・ト甲請に?ノこっては、コンサ1Lティンク崋務局が発行する「テレワーク勾入搜栞3」.ナ」必要です：

最大12回
都内で事業を営んでいる

対象テレワーク未導入の中堅・中小企業等

やその他要件あり

業種ごとの丁寧な導入・定着支援 ホ久ント2つのコースを用意 ※詳細は右ページへ

口
1申込み ホームページから申込み受付

2事前ヒアリング

’け3専門家の決定

4訪問スケジュールの調整

テレワーク診断員が訪問し、現状や課題、専門家に相談したい内容等をヒアリング

事前ヒアリングの内容を踏まえ、最適な専門家を決定

専門家とのコンサルティンク実施日時を事務局が調整

I

1
1料

無用費

https://www.shigotozaidan.or.jp/koyo-kankyo/joseikin/hands-on.html


じつ くり伴走コ—ス 最大12回

ーテレワーク導入に必要な準備をしっかり行い、効果的なテレワーク導入を図りたい企業等
対象業務の整理、必要機器の選定、労務管理方法の検討など、丁寧に希望を伺いながら、

自社に合うテレワーク実施方法を専門家と一緒に考え、テレワークの導入を図ります。

STEP

STEP

STEP

8

現状把握・意向確認

*事業内容、業務内容の把握

*テレワーク導入目的、導入したい部署や

対象業務等をヒアリング

導入に向けた準備

*対象業務の整理f業務の棚卸）

*他社の事例紹介

*必要搜器の選定、運用計画や体制の検討

*労務管理方法の横討

*運用ルールや社内規程（規定）の整備

トライアル運用準備

・トライアル対象業務、対象者、実施方法や

実施期間等の横討

トライアル運用

トライアル運用後の

STEP 結果検証・改善策の提案

9-10 *課題ヒアリング

*定期的な効果検証や把続的な

運用に向けたマニュアルの作成等

さらなる活用拡大に向けて

  SI^P *生産性向上・業務改革に向けた助言
  11-12 ・コンサルティング終了後の効果的な

活用拡大に向けた助言

・・:・1こ回の支援内Sは、取.相状況や目的に応じて柔駐に相み立てます・,

短期集中コース

一便利なツールを知り、できる所から早期にテレワークの導入を図りたい企業等
テレワークに使える機器やツールの体験を通して、自社に合うテレワーク実施方法を

専門家と一緒に考え、テレワークの早期導入を図ります。

現状把握・意向確認

・事業内容、業務内容の把握

  1 *テレワーク導入目的、導入したい部署や
対象業務等をヒアリング

  パ-.-:き̂・-專祭り,|. 喪磨自
〇チ:・シh如躍1・鋒ぐ.:.,^・:上為々ガひ

導入に向けた準備

*対象業務の整理（業務の棚卸）

  SIEP *必要掻器の選定

  2-3 ・運用計画や体制の梓討

・労務管理方法の検討

*運用ルー几や社内規程I:規定）の整備

トライアル運用後の

  STEP 結果検証・改善策の提案

4-5 *課題匕アリンク

*定期的な効果検証や継続的な

運用に向けたマニュアルの作成等

 ・:・ 5回の支援内容は、ぢ> 巨ft;兄や目θワに応じて柔軟に::r且み立てます.:.

企業様の現状・課題に合わせた

お申込み方法卜

ホームベージよりお申込み手

蜻きを行ってくたさい。



経費精算のデジタル化で
テレワークを実現し、業務が効率化

解決のヒント

・社員の経費精算の際、交通費の計算にミスが多い。

・紙の領収書を台紙に貼って申請を回しているため、ペーパーレスが進まず、作業の手間もかかる。

・交通費をスマートフォンやPCから簡単に入力

・紙の領収書をスマートフォンで撮影し、データ化

*会社にいなくても経費の精算が可能に

*経費担当者はテレワークで業務が行えるようになり、作業効率がアップ

*管理者もリモートで決裁でき、ペーパーレスが実現

電話転送システムの導入により、
オフィス勤務と変わらない電話環境をテレワークで実現

解決のヒント

1会社にいないと、会社にかかって くる電話の着信に対応ができない。

1取引先からの電話を外出中の社員に伝言し、かけ直す手間がかかっている:

・会社にかかってくる電話を社員のスマートフオン等で受け、

内線を活用じく他の社員に転送が可能

*テレワークにより、会社にかかってくる電話への対応が可能

壽電話の取次業務が軽減され、業務の効率化と取引先へのスムーズな対応を実現



クラウド+タブレツトで社員の

残業時間が削減
一1 §g

解決のヒント

・見積作成が社内でしかできず、営業社員は客先から帰社後に見積業務を行なうため残業が多い。

・見積りが紙管理のため、月末にならないと進涉数字が把握できない。

・出張先やサテライトオフィス等で見積りや報告業務が可能

・見積情報と在庫状況との連動で、タイムリーな受注売上予測が可能

♦客先から帰社する必要がなくなり、社員の残業が削減

♦顧客対応の迅速化により顧客満足度がアップ

♦リアルタイムで仕入管理や生産管理が可能

インターネットを利用したFAXの送受信・

保存により、出社が不要となり、作業の手間が削減
解決のヒント

・FAXで受信した発注書を確認するためだけに出社が必要となっている。

・届いたFAXが誰あてのものかわからず、確認ミスがあったり、仕分けに手間がかかる。

・書類紛失のリスクがあり、また問い合わせがあった際に該当のFAXを探すのに時間がかかる。

・届いたFAXをスマートフォンやPCで確認

・即時にデータ化、担当者のフォルダへの振分けが可能

・移動中でも自宅でも、注文内容の確認や問合せへの対応が可能

*紙での仕分け保管が不要となり、作業の手間が削減

*書類紛失のリスクカ'^よ くなり、ペーパーレス化、省スペース化を実現



デジタコデータと連動した勤怠管理ツールの

導人により正確な労働時間把握と業務効率化を実現
解決のヒント

・外出を基本と|^ているため、正確な労働時間の把握・管理が難しい。

・タイムカードの集計と給与計算に手間がかかり、管理部門の残業が多い。

・スマートフォン等で入力した勤怠データとデジタコに記録された走行データが連動

・ツール上のデータの自動集計により、給与を計算

・データの連動により労働時間や残業時間の把握が正確にできるようになり、

労務管理が容易に

春勤怠管理、給与計算業務の負担が軽減し、管理部門の残業が削減

・トテシタコ（テシタルタコクラフのeg)・・・目肋車の走行時̂3や走行速度.走行距離などを自動的にメモリーカード等に記諜・保存するテシタル式の運行記び計

勤怠管理ツール・シフト管理ツールの導入により
繁閑に応じたスタッフ勤務管理を実現

解決のヒント

アルバイト、パートなど多様なシフトがあり、店舗スタッフの労働時間を正確に把握するのが困難で、

給与計算も煩雑になっている。

シフト希望を紙で収集しているため、直前までシフトが決まらない。

パ

・正確な勤務時間の打刻がスマートフオンで可能

・スタッフごとの時給(能力給）を設定しておくだけで、給与を自動で計算

・シフト希望を入力すると人員の過不足時間帯が明確に

♦勤務データの集計やシフト作成業務をテレワークで実施

爆勤怠管理から給与計算までをクラウドで一元管理

・人員の不足する時間帯に、ヘルプ要員を前もって要請可能



オンラザン:15ユニゲーシヨンツールで

外勤・現場スタッフの業務を支援

解決のヒント

課一
・部門間、拠点間、外勤スタッフ間でのコミュニケーション機会が少ない。

・現場にいるスタッフに同じタイミングで情報共有ができない。

・PCやタブレットで手軽に報告・連絡・相談が可能に

・会社からの指示を隙間時間を使ってどこにいても確認が可能

・各部門・スタッフ間のコミュニケーションが活性化

拳全社員へ同時に情報共有

a
挺呼外勤・'
現場スタッフ
'一>ーー̂幽味'.'

データ（フアイル)のクラウド管理で
業務が効率化

解決のヒント

・写真の画像整理や報告書の作成が社内のシステムでしかできないため、帰社しなければならない

・書類の持ち出しにより紛失の危険性がある。

枚数の多い図面や画像などのデータもタブレットなどで確認・修正が可能に

訪問先の情報を現場で確認でき、報告もシステムに入力し完了

肇会社以外での作業が可能になり業務が効率化

・クラウドてデータを管理するため、紛失のリスクが軽減

♦必要な社員が必要な範囲で閲覧・編集できる

設定によりセキュリティも強化
θ

”ニニリ
  sssgg hi

鍵£^^



じっくり伴走コース 最大12回

ーテレワーク導入に必要な準備をしっかり行い、効果的なテレワーク導入を図りたい企業等
対象業務の整理、必要機器の選定、労務管理方法の検討など、丁寧に希望を伺いながら、

自社に合うテレワーク実施方法を専門家と一緒に考え、テレワークの導入を図ります。

現状把握・意向確認

  STEP *事業内容、業務内容の把握

  1 *テレワーク導入目的、導入したい部署や
対象業務等をヒアリング

'V

導入に向けた準備

*対象業務の整理(業務の棚卸）

  STEp *他社の事例紹介

  2-7 *必要機器の選定、運用計画や1 本制の検討

*労務管理方法の検討

*運用ル-ルや社内規程（規定）の整備

  STEp トライアル運用準備
Q *トライアル対象業務、対象者、実施方法や
  0 実施期間等の検討

トライアル運用

トライアル運用後の

  STEP 結果検証・改善策の提案

9-10 *課題ヒアリング

*定期的な効果検証や継続的な
運用に向けたマニュアルの作成等

さらなる活用拡大に向けて

  S]IP *生産性向上・業務改革に向けた助言
  11-12 ・コンサルティング終了後の効果的な

活用拡大に向けた助言

※12回の支境内容は、取租状:兄や目町に応じて柔軟に組み立てます.:.

短期集中コース

一便利なツールを知り、できる所から早期にテレワークの導入を図りたい企業等
テレワークに使える機器やツールの体験を通して、自社に合うテレワーク実施方法を

専門家と一緒に考え、テレワークの早期導入を図ります。

現状把握・意向確認

  L^p *事業内容、業務内容の把握
  1 *テしワーク忍入目的、導入したい部署や

対象業務等をヒアリング

トライアル運用後の

STEP 結果検証・改善策の提案

4-5 *課題ヒアリング

・定期的な効果検証や継続的な

運用に向けたマニュアルの作成等

\・5回〇支援.内容;さ、取組状況マ-|目的に応して柔軟;こ相み立て？す

導入に向けた準備

*対象業務の望理（業務の棚卸、

  SI^P *必要榜器の選定
  2-3 *運用計画や体制の検討

*労務管理方法の玲討

*運用ルールや社内規程(.規定？の堅踊

企業様の現状・課題に合わせた


